
平成３１年度 生活衛生・食品安全関係概算要求の概要 
平 成 ３ ０ 年 ８ 月 

厚生労働省医薬・生活衛生局（生活衛生・食品安全部門） 

 

※他省庁、他局計上分を含む 

 
１．食の安全・安心の確保など    

１５６億円（１３６億円） 
 
 

（１）残留農薬・食品添加物等の規格基準策定の推進 

【一部新規】【一部推進枠】                           

１，４１３百万円（１，３１０百万円） 
 

残留農薬・食品添加物等の規格基準の策定を計画的に進める。特に、食品用器具・

容器包装の規制について、国際標準との整合性を考慮したポジティブリスト制度（※）

の導入に伴う規格基準を策定するとともに、基準の適否を確認する分析法の開発を推

進する。 

 

※ ポジティブリスト制度：原則使用を禁止した上で、使用を認める物質をリスト化するもの 

 

 

（２）HACCP の制度化などによる的確な監視・指導対策の推進等【一部推進枠】  

１，１１５百万円（３０９百万円） 
 

改正食品衛生法により、全ての食品等事業者に対し HACCP（※）に沿った衛生管

理が制度化されるため、講習会や巡回相談を通じた導入支援をきめ細かく実施する。 

また、食品等事業者による営業許可申請等の行政手続コストの削減、食品リコール

情報の一元管理等の観点から、2018 年度から電子申請等の共通基盤システム整備を

進めており、2019 年度後半から運用を開始する。 

 

※ HACCP（Hazard Analysis and Critical Control Point）：食品の製造・加工工程で発生

するおそれのある微生物汚染等の危害をあらかじめ分析し、特に重要な対策のポイントを重要

管理点として定めた上で、これを連続的に監視することにより製品の安全を確保する衛生管理

の手法 
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（３）検疫所における水際対策等の推進  

１１，６９１百万円（１０，８４８百万円） 
 

① 観光立国推進に対応した検疫機能の強化【一部新規】【一部推進枠】 

１１，６９１百万円の内数（１０，８４８百万円の内数） 
 

「観光立国推進計画」及び「明日の日本を支える観光ビジョン」（訪日外国人旅行

者を2020年に4,000万人、2030年に6,000万人とするなどの目標）を踏まえ、

国際的に脅威となる感染症の水際対策に必要な検疫機能の強化を図るため、人員の確

保や患者搬送車両等の体制整備を行う。 

 

② ストレスフリーで快適に旅行できる環境の整備【新規】  ※観光庁一括計上 
 

最先端技術を活用した革新的な出入国審査等の実現等を図る。 

 

③ 輸入食品の適切な監視指導を徹底するための体制強化 

１１，６９１百万円の内数（１０，８４８百万円の内数） 
 

経済連携協定の進展等に伴い、今後も海外からの輸入食品の増加が見込まれること

を踏まえ、食の安全・安心を守るため、輸入食品監視指導計画に基づき、輸入食品の

適切な監視指導を徹底するための体制強化を図る。 

 

 

（４）食品安全に関するリスクコミュニケーションの実施等  

１，４１９百万円（１，１７２百万円） 
 

① 食品に関する情報提供や意見交換（リスクコミュニケーション）の推進 

９百万円（９百万円） 
 

食品安全に対する消費者の意識の高まりなどに対応するため、食品安全基本法や食

品衛生法に基づき、消費者等への積極的な情報提供や双方向の意見交換を行う。 

 

② 食品の安全の確保に資する研究の推進 

９８３百万円（７３６百万円） 
 

食中毒の予防や食品中の化学物質等の基準設定、検査法等の課題について、科学的

根拠に基づく調査研究を進める。 

 

③ カネミ油症患者に対する健康実態調査等の実施   ４２７百万円（４２７百万円） 
 

カネミ油症患者に対する総合的な支援施策の一環として、ダイオキシン類を直接経

口摂取したことによる健康被害という特殊性を踏まえ、患者の健康実態調査を実施し、

健康調査支援金の支給等を行う。 
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２．強靱・安全・持続可能な水道の構築【一部推進枠】 
８３３億円（３７９億円） 

※他省庁計上分を含む 
 

国民生活を支えるライフラインである水道施設の強靱化・広域化や安全で良質な給

水を確保するための施設整備に加え、コンセッション事業の案件形成の推進や水道事

業の IoT 活用等を進める。 

 

 

３．生活衛生関係営業の活性化や振興など【一部推進枠】 
５２億円（４６億円） 

 
生活衛生関係営業における生産性向上を推進するため、生産性向上ガイドライン・

マニュアルを活用した個別相談等や、最低賃金の引上げの影響が大きい生活衛生関係

営業者に対する収益力向上等に関するセミナー等を実施するとともに、業の振興や発

展を図るための組織基盤の強化を通じた衛生水準の確保・向上、相談支援体制の強化

等を行う。 

 

 

４．復興関連施策（復興庁計上）  
 

・食品中の放射性物質対策の推進【一部新規】３０８百万円（９７百万円） 
 

食品中の放射性物質の安全対策を推進するため、食品中の放射性物質の摂取量等の

調査や流通段階での買上調査を実施するなどの取組を行う。 

また、今なお残る福島県産加工食品への風評を払拭するため、総合的な放射性物質

対策を行う「ふくしま食品衛生管理モデル」を福島県内の食品等事業者に導入し、東

京オリンピック・パラリンピックを機に国内外へ放射性物質対策への取組を情報発信

する。 

 

 

・水道施設の災害復旧に対する支援      １１７億円（６４億円） 
 

東日本大震災で被災した水道施設のうち、各自治体の復興計画で、平成３１年度に

実施する施設の復旧に必要な経費について、財政支援を行う。 

 

 

・被災した生活衛生関係営業者への支援    ３．３億円（４．３億円） 
 

株式会社日本政策金融公庫が東日本大震災復興特別貸付等の融資を行うために必要

な財政支援を行う。 
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（単位：百万円）

平成３０年度 平成３１年度 対 前 年 度 対 前 年 度

事　　　　　　　　項 当初予算額 概算要求額 増 △ 減 額 比 率

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（A） （Ｂ）／（A）

< 1,310 > < 1,413 > < 103 > 107.9%

1,310 1,413 103 107.9%

< 1,072 > < 1,042 > < △ 30 > 97.2%

1,072 1,042 △ 30 97.2%

< 81 > < 279 > < 198 > 344.4%

81 279 198 344.4%

< 40 > < 40 > < 0 > 100.0%

40 40 0 100.0%

< 25 > < 52 > < 27 > 208.0%

25 52 27 208.0%

< 309 > < 1,115 > < 806 > 360.8%

288 1,091 803 378.8%

< 159 > < 186 > < 27 > 117.0%

148 174 26 117.6%

< 150 > < 929 > < 779 > 619.3%

140 918 778 655.7%

< 10,848 > < 11,691 > < 843 > 107.8%

10,848 11,691 843 107.8%

< 10,848 > < 11,691 > < 843 > 107.8%

10,848 11,691 843 107.8%

< 10,848 > < 11,691 > < 843 > 107.8%

10,848 11,691 843 107.8%

< 1,172 > < 1,419 > < 247 > 121.1%

436 436 0 100.0%

< 9 > < 9 > < 0 > 100.0%

9 9 0 100.0%

< 736 > < 983 > < 247 > 133.6%

0 0 0 －

< 427 > < 427 > < 0 > 100.0%

427 427 0 100.0%

< 13,639 > < 15,638 > < 1,999 > 114.7%

［ 7,431 ］ ［ 7,593 ］ ［ 163 ］ 102.2%

12,882 14,631 1,748 113.6%

＜東日本大震災復興特別会計＞ （単位：百万円）

食品中の放射性物質対策の推進 97 308 211 317.5%

注　①．計数は、それぞれ四捨五入しているので、端数において合計と一致しない場合がある。

　　②．上段＜　　＞は他局計上分を含む。

合計（一般会計）

　　③．３には検疫所の人件費を含んでおり、合計欄の［　　　］は検疫所の人件費分。

　（１）食品に関する情報提供や意見交換（リスクコミュニケーション）の
　（１）推進

　（２）食品の安全の確保に資する研究の推進

　（３）カネミ油症患者に対する健康実態調査等の実施

４　食品安全に関するリスクコミュニケーションの実施等

　（３）食品汚染物質に係る安全確保対策の推進

　（４）健康食品の安全確保対策の推進

２　HACCPの制度化などによる的確な監視・指導対策の推進等

　（１）食中毒その他国内の監視指導対策の徹底

　（２）輸出促進も視野に入れた事業者の衛生管理対策の推進

３　検疫所における水際対策等の推進

　（１）観光立国推進に対応した検疫機能の強化

　（２）輸入食品の適切な監視指導を徹底するための体制強化

　（２）食品用容器包装などの安全確保対策の推進

平成３１年度　生活衛生・食品安全関係概算要求総括表
１．食の安全・安心の確保など

１　残留農薬・食品添加物等の規格基準策定の推進

　（１）残留農薬・食品添加物等の規格基準策定の推進
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（単位：百万円）

<  37,918> <  83,329>

30,112 73,808 43,696 245.1%

<  37,820> <  83,232>

１．施設整備費等（※） 30,014 73,711 43,697 245.6%

<  17,483> <  20,885>

　（１）水道施設整備費補助 9,680 11,367 1,687 117.4%

<  53> <  53>

　（２）指導監督事務費 50 50 0 100.0% ・指導監督事務費

　（３）補助率差額 1 1 0 100.0% ・北方領土隣接地域振興等事業補助率差額

　（４）災害復旧費（東日本大震災を除く） 350 760 410 217.1% ・水道施設災害復旧事業

　（５）調査費 33 33 0 100.0% ・水道施設整備事業調査費等

　（６）生活基盤施設耐震化等交付金 19,900 61,500 41,600 309.0% ・生活基盤施設耐震化等交付金

２．水道安全対策等 98 97 △ 1 99.0% １．水道水源水質対策の推進 10

２．新水道ビジョンの推進 43

水道インフラシステム輸出拡大推進事業 18

水道水質管理向上に関する検討調査費 4

官民連携等基盤強化支援事業費 11

水道の基盤強化方策推進費 5

水道施設強靱化推進事業 6

３．水質管理等強化の推進 14

　

４．給水装置対策の推進 18

５．その他（国際分担金など） 12

（※）上段<    >は他省庁計上分を含む。

（単位：百万円）

水道施設の災害復旧に対する支援 6,370 11,660 5,290 183.0% 　復興庁一括計上

・水道施設災害復旧事業 11,660

対前年度
比　　　率

備　　　　　　考

強靱・安全・持続可能な水道の構築

＜東日本大震災復興特別会計＞

事　　　　　項
平成３０年度
当初予算額

平成３１年度
概算要求額

対前年度
増△減額

２．強靱・安全・持続可能な水道の構築

事　　　　　項
平成３０年度
当初予算額

平成３１年度
概算要求額

対前年度
増△減額

対前年度
比　　　率

備　　　　　　考
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（単位：百万円）

平 成 ３ ０ 年 度 平 成 ３ １ 年 度 対 前 年 度 対 前 年 度

事　　　　　　　　項 当 初 予 算 額 概 算 要 求 額 増 △ 減 額 比 率 備　　　　　　　　考

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（A） （Ｂ）／（A）

生活衛生関係営業の活性化や振興など 4,623 5,177 554 112.0%

１　生活衛生金融対策費 3,445 3,634 189 105.5% 株式会社日本政策金融公庫補給金

〔貸付計画額： 1,150億円〕

２　生活衛生関係営業行政経費 1,176 1,540 364 131.0%

　（１）　生活衛生等関係費 33 371 338 1124.2%

　　ア　生活衛生関係営業振興等対策費 27 364 337 1348.1%
生活衛生関係営業における生産性向上
推進事業 341百万円

　　イ　建築物環境衛生管理対策費 7 7 0 100.0%

　（２）　生活衛生営業対策費 1,142 1,170 28 102.5%

　　ア　生活衛生関係営業対策事業費
　　　　 補助金

1,142 1,170 28 102.5%
生活衛生関係営業収益力向上事業
100百万円

　　　（全国指導センター、都道府県、
　　　　連合会・組合）

３　医師等国家試験費 1 1 0 100.0%

　（１）　建築物環境衛生管理技術者
　　　 　国家試験費

1 1 0 100.0%

＜東日本大震災復興特別会計＞ （単位：百万円）

被災した生活衛生関係営業者への支援 433 329 △ 104 76.0%

　（復興庁計上）

　　株式会社日本政策金融公庫出資金 433 329 △ 104 76.0%

３．生活衛生関係営業の活性化や振興など

※  平成31年度シックハウス対策予算に
     ついては、左記のほか他部局におい
     て76百万円を計上。
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